
租税教育実践レポート 

学校名 長野県松本工業高等学校 

１ 単 元 公共 ～日本の租税制度の適否を国際比較し考察する～ 

大項目 B 自立した主体としてよりよい社会の形成に参画する私たち

中項目 私たちの生活と経済

主 題 日本の財政の課題

２ 学 年 第１学年

３ 単元（題材）の学習目標
・現代の日本社会の諸課題の一つである財政に対して、先見的な視座を伴いながら、これまで学習してきた 

選択・判断の考え方や公共的な空間における基本的原理を活用して、事実を基に多面的・多角的に考察し 

公正に判断する力や、合意形成や社会参画を視野に入れながら構想したことを議論する力を育成し、 

世の中の事象に関心を持てる力を涵養する。 

・グローバル的諸課題や日本国の諸課題を踏まえたうえで、政府の至上命題である、人々が安心・安全に暮ら 

せるようにすること、を財政政策によってどのように実現すべきであるか、他者との関わり合いを通じて 

自らの主張を練磨創造することで、主権者としての資質と能力を養う。 

・現代日本の諸課題の単元で地域社会の活性化を学習する際に、本単元の内容が接続活用できるよう、国と 

地方の財政政策における役割分担や連携に関しての意識づけを行う。 

４ 単元（題材）の評価規準 ※下段は評価方法 

知識・技能 思考力・判断力・表現力 主体的に学習に取り組む態度

・財政の働きと仕組み及び租税な

どの意義について、現実社会の

諸事象を通して理解を深める。

・税金と社会課題の関連性につい

て、必要な情報を適切かつ効果

的に収集及び活用している。

・持続可能な財政及び租税の在り

方について多面的、多角的に考

察し、表現している。

・日本の財政状況と他国の財政状

況を資料から考察し、学習進度

を他者に対して分かりやすく発

表できる。

・自らも間接税を支払っている納

税者であること自覚し、よりよ

い社会の実現のために、どのよ

うな財政政策によって諸課題を

解決すべきか、主体的に解決し

ようとしている。

・定期考査の財政の項目における

解答に基づき評価する。

・作成した Google スライドの内

容、学習単元履歴シート、ワー

クシートの記述内容を評価す

る。

・定期考査の論述問題に基づき評

価する。 

・作成した Google スライドのレ

イアウト及び内容、学習単元履

歴シート、ワークシートの記述

内容を評価する。 

・グループワークでの態度や発言

などの取り組み状況の行動観

察。 

・学習単元履歴シートの記述内容

を評価する。 

【思考・判断・表現についての評価例】 

問 本時の学習を踏まえ、日本の財政状況の適否を具体的な根拠をもとに述べよ。(思考・判断・表現) 
日本の財政状況を鑑みると、コロナ禍をくぐり抜けてきた中小企業を支援するために法人税の減税が必

要だと考える。資料①～④から他国は日本より法人税の歳入に占める割合が少なく、資料⑦からは法人

税率をさらに引き下げることに違和感はない。グループ内発表においても、企業の海外移転を防ぎ、国

内の経済活動を活発にすることで所得税や消費税による税収の増加が見込めるので法人税の減税には賛

成、とのコメントをもらい、日本経済の活性化にも繋がることに気づいた。法人税の減税は、日本は対

外純資産が世界一であるため、国外への資金の流れを防ぎ国内へ向かわせることにもなる。資料⑨のよ

うに、国民負担率を抑えながらも高齢化に伴い不可避な社会保障支出の増加に対応する政府の目指すべ

き財政のあり方や、老朽化したインフラ整備の財源確保への方法として、自らの意見である法人税の減

税が、今後の日本財政には適切であると考える。 

→評価【Ａ】：複数の国の財政状況と、グループでの共有対話の活動内容の両方を踏まえたうえで、 

日本の財政状況が具体的に述べられている。 

資料⑥から、日本の累進課税率はアメリカを除いた国よりは低い。さらに、資料①～④から所得税の占

める割合は日本が最も低いことから、所得税をさらに増税しても良いのではないかと考える。 

→評価【Ｂ】：複数の国の財政状況か、グループでの共有対話の活動内容のいずれかにのみ触れ、 

日本の財政状況が述べられている。 



社会保障費のさらなる支出増加が見込まれるので、現状から改革した方がよい。 

→評価【Ｃ】：具体性が乏しく、適否についてしか述べられていない。 

［評価の基準］ 

Ａ：複数の国の財政状況と、グループでの共有対話の活動内容の両方を踏まえたうえで、日本の財政 

状況が具体的に述べられている。 

Ｂ：複数の国の財政状況か、グループでの共有対話の活動内容のいずれかにのみ触れ、日本の財政状況 

が述べられている。 

Ｃ：具体性が乏しく、可否についてしか述べられていない。

５ 単元（題材）の指導計画（全６時間）(〇…評定に用いる評価、●…学習改善につなげる評価) 

 ねらい・学習活動 知 思 態 評価規準等 

導
入
（
１
時
間
）

①【ねらい】日本の財政及び租税の役割の基礎知識を習得する。(１時間) 

【単元を貫く問い】日本の未来を見越した適切な財政と税制はどのようなものであるか。 

・前単元(市場経済の仕組み)で学習した 

内容を踏まえ、単元の学習課題や単元を

貫く問いへの現時点での答えを出し、 

解決のための見通しを立てる。 

●

●

●小中学校での学習内容を活用 

できている。 

●単元を貫く問いの解決に向けて 

の見通しを立てている。 

第
一
次
（
２
時
間
）

②【ねらい】日本の税制のあり方を理解する。(１時間) 

・租税の原則や分類、垂直的公平と水平的

公平など、租税にまつわる基礎知識を 

理解する。 

〇

●

 〇現行の租税状況とその歴史的 

変遷を理解している。 

●租税の意義を理解し、自分なり 

に整理して表現できている。 

③【ねらい】消費税引き上げの賛否について考察する。(１時間) 

・高齢化社会の加速に対応する財源とし 

て、消費税率の引き上げを行うかどうか

を議論する。（グループ活動） 

 〇

●

〇社会的課題の克服を踏まえ、 

消費税以外の税との関係性を 

考慮して考察できている。 

●多面的、多角的に考察する意義 

を自ら振り返り評価している。 

第
二
次(

２
時
間)

 

④【ねらい】財政による政府の役割を理解する。(１時間) 

・財政の３機能を中心に、財政の仕組みと

機能、政府の果たす役割を理解する。 

〇

●

 〇政府の財政による機能と私たち 

の生活に与える影響を理解して 

いる。 

●財政の仕組みと課題を租税特性 

と関連させて考察できている。 

⑤【ねらい】他国比較に基づき、日本の財政状況を考察する。(１時間)→本時 

・ＯＥＣＤ加盟国のアメリカ、イギリス、

ドイツの財政状況(収支構成)を中心に、

日本の財政状況を国際比較して適否を 

議論する。（グループ活動） 

●

〇

●

●財政、租税の既習事項が活用 

されている。 

〇自らの分析と考察に加え、他者 

との対話刺激による考察の深化 

が表現できている。 

●多面的、多角的に考察する意義 

を自ら振り返り評価している。 

ま
と
め(

１
時
間)

 

⑥【ねらい】今後の日本の財政と税制のあり方を考察し、表現する。(１時間) 

・財務省の財政学習教材「日本の財政を 

考えよう」を活用して単元の総復習を 

行う。 

・単元を貫く問いに対して、既習事項と 

経験を踏まえて自らの考えを Google 

スライドでまとめ、発表する。 

●

〇

〇

●財政、租税の既習事項が活用 

されている。 

〇単元を貫く問いに対して、単元 

の導入時の見通しと、現段階で 

の考えを比較し、その価値観や 

意見の変化を表現できている。 

〇日本の諸課題を解決するために 

財政が果たすべき役割につい 

て、多面的、多角的な考察が 

できている。 



６ 本時の授業展開（全６時間中の５時間目）
・国民の義務として行う納税の結果、その資金が適切かつ的確に使用されているのかまで関心を繋げたい。 

自己理解上の日本財政のイメージと特徴、他国と比較した日本財政の特徴、さらにこれらを他者と共有 

してそれぞれの内容を深めることで、多面的かつ多角的な視点の習得を促す。 

・日本社会が抱える大きな課題である少子高齢化に伴う年金、医療及び介護の社会保障費が国家財政の最も 

大きな歳出項目であることを導入部分で改めて確認することにより、納税の必要性を涵養させる。 

・良好な共同体形成には他者と協働して考察することが必要不可欠であり、価値観が異なる他者との意見 

交換においては、排他性を生まないためにも、まずもって傾聴が必要であることを実感して欲しい。 

本時の展開例

段階 学習内容 学習活動 指導・助言

導 

入 

(５分) 

・日本の財政支出

の状況を既習事

項の復習も兼ね

て、動画で確認

理解する。 

・財務省の公式動画３本(合計２

分３９秒)「国の支出と収入は

どう推移している」「社会保障

の費用と、その財源はどのよう

に変化してきた？」「今後、社

会保障の費用はどのようになっ

ていく」を視聴しワークシート

にメモを取る。 

・アップされたのが４年前の動画で

あるが、現在の財政構成となった

過程を理解するうえで有効である

ことを説明する。 

・視聴後もメモ記入時間として２分

程度設ける。

展 

開 

１ 

（20 分)

・各国の歳出と歳

入構成と国民負

担率の税率を読

み取る。 

・日本の収支構成

と税制を踏まえ

て財政状況の可

否判断を行う。

・イギリス・ドイツ・アメリカ・

日本の歳出と歳入の円グラフ、

消費税・法人税・所得税の国際

比較、直接税と間接税の国際比

較、国民負担率の国際比較、の

各資料をもとに、日本の財源と

して改革が必要なものを選出す

る。 

・自らのワークシートに記入した

内容の要約を Google スライド

へ入力する。 

・資料説明の際、活用資料の多さに

意欲が低迷しないよう、各国の円

グラフ以外の資料はすでに既習活

用済みであることに言及する。 

・Google スライドのテキストボック

スの色(文字色は白)を、改革の必

要性のある税が消費税なら赤、法

人税なら青、所得税なら黄、その

他(改革不要も含む)なら緑、に塗

るよう指示する。

展

開

２

(10 分)

・グループ内での

意見交換

・全体発表にむけ

てのまとめ作業

・Google スライドを用いて意見 

交換を行い、お互いにテキスト

ボックスへコメントを入力して

評価し合う。 

・個人学習を行ってからグループ協

働することで、考察や理解が深ま

ることを気付かせる。

・意見交換が早く終わったグループ

から、他者からのコメント受けて

の感想記述を行うよう促す。

展

開

３

(10 分)

・各班の発表 ・各班発表担当者が Google スラ

イドを用いてグループ活動の内

容を発表する。 

・発表時間は各班約１～２分。

ま

と

め

(５分) 

・各班の発表を受

けての感想

・以前の日本国内における租税比

較学習と、今回の国際比較にお

ける比較学習での視点の差異を

意識して、日本の財政状況を考

察し、まとめる。

・意見の違いは価値観の違いである

ことを伝え、多様性を受容して健

全な社会を形成していくために、

対話や学びの重要性を伝える。

７ 成果と課題 
（１） 成果 

・多様な資料、データを用いることで税の性質や国家間における差異を実感させることができた。 

・ＩＣＴを活用した協働的な学びによって租税に関する多面的・多角的な理解を促すことができた。 

・自己評価の積み重ねにより生徒自らのメタ認知能力の向上を図ることができた。 



（２）課題 

・活用資料の精選があげられる。本時においては９つの資料からのワーク(このうち５つは既習資料)で 

あったが、扱う資料の多さから意見が拡散しており、グループ活動の意見発表時に発表者が意見の収斂に 

苦労している様子がみられたためである。 

・学習に先立ち、日本のあるべき未来像を作り上げたのち、その未来像を実現するためにはどのような 

税制・財政が必要であるかという逆算的な学習アプローチをすることで、学習活動が断片的な知識の積み 

重ねに終始せず、より一層建設的に積み上げていけるため、未来像を先に想定させるような工夫が必要で 

あった。 

８ 参考文献・ウェブサイト 
・財務省 https://www.mof.go.jp/（最終アクセス日 2024 年９月 19 日）

・国税庁 税の学習コーナー https://www.nta.go.jp/taxes/kids/index.htm 

（最終アクセス日 2024 年９月 19 日） 

  ・Youtube「動画で見る財政の今と未来」財務省/MOFJapan 

https://www.youtube.com/playlist?list=PLGyWdaF9w2Wb8E3ZcxYIp0BD1FyoPR3qK  

(最終アクセス日 2024 年９月 19 日） 

・生島ヒロシ 岩本さゆみ『日本経済本当はどうなってる？』（青春出版社、2024 年） 

・谷戸聡子 中島雅子「自己評価を重視した「主体的に学習に取り組む態度」の育成に関する研究」 

(埼玉大学紀要、2022 年) 

 ・木村明憲 『自己調整学習チェックリスト』（さくら社、2024 年） 

９ 資料 
資料①：２０２４年度の日本の国家予算の歳出・歳入 

出典：財務省ＨＰ 財政に関する資料 令和６年度一般会計歳出・歳入の構成 

https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/a02.htm#a01 

  資料②：２０２５年度のアメリカ合衆国の国家予算の歳出・歳入 

      出典：財務省ＨＰ 財政制度等審議会 財政制度分科会 議事要旨等 令和６年４月４日資料２ 

https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/ 

proceedings/material/zaiseia20240404/02.pdf 

  資料③：２０２４年度の英国の国家予算の歳出・歳入 

      出典；財務省ＨＰ 財政制度等審議会 財政制度分科会 議事要旨等 令和６年４月４日資料１ 

https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/ 

proceedings/material/zaiseia20240404/01.pdf 

資料④：２０２４年度のドイツの国家予算の歳出・歳入 

      出典；財務省ＨＰ 財政制度等審議会 財政制度分科会 議事要旨等 令和６年４月４日資料１ 

https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/ 

proceedings/material/zaiseia20240404/01.pdf 

資料⑤：消費税(付加価値税)の国際比較 

    出典：国税庁ＨＰ 税の学習コーナー https://www.nta.go.jp/taxes/kids/hatten/page13.htm 

資料⑥：所得税の国際比較 

    出典：国税庁ＨＰ 税の学習コーナー https://www.nta.go.jp/taxes/kids/hatten/page13.htm 

資料⑦：法人税の国際比較 

    出典：財務省ＨＰ 諸外国における法人実効税率の比較 

    https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/itn_comparison/j03.htm 

資料⑧：直接税と間接税の国際比較  出典：帝国書院 「高等学校 公共」ｐ１５５ 

資料⑨：ＯＥＣＤ諸国における社会保障支出と国民負担率の関係 

    出典：とうほう 「テーマ別資料 政治・経済 ２０２３」ｐ１３５ 


